




「国連生物多様性の10年日本委員会」の連携事
業に認定
DNPは、地域の行政や小学校、用紙メーカー等と連携し、庄

内川下流域で藤前干潟を守る取り組みを行っております。具

体的には、干潟に群生するヨシ原の水質浄化機能の維持を

目的としたヨシ刈りを実施し、刈り取ったヨシを活用したヨシ

紙で、刈り取り活動に参加している地域の小学校（当知小学

校）の卒業証書を制作しています。2016年度、「多様な主体

の連携」「取組の重要性」「取組の広報の効果」などの観点で

高い評価を受け、「国連生物多様性の10年日本委員会

（UNDB-J）」が推奨する連携事業として、認定されました。

生物多様性アクション大賞	入賞
DNPは、途上国の生物多様性や生産者の人権に配慮した国

際フェアトレード認証コーヒーを、社内の応接室やカフェに採

用しており、これまでの累計で90万杯超の消費に達します。ま

た、毎年5月の世界フェアトレードデーに合わせて、社内フェ

アトレードキャンペーンを行っており、全国の社員食堂でフェ

アトレード認証ゴマを使用したメニューの提供や、カフェで

フェアトレード認証チョコレートやマカロンの販売をしていま

す。2016年度、環境や人に優しい製品を積極的に選んでい

る点が評価され、生物多様性アクション大賞に入賞しました。
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　「私たちは豊かな生物多様性が支える生態系から多

くの恩恵を受けており、環境との共生を維持していくこ

とが企業としての持続的成長に不可欠である」とDNP

は考えています。この考えにもとづき、本業を通じて生

物多様性の保全に取り組んでいます。	

　事業活動における製品開発、原材料調達、製造、

販売、輸送、使用、廃棄など各工程における生物多様

性との関わりを検討した結果、生態系サービスへの依

存と生物多様性への影響が大きい「原材料の調達」と

「事業所内の緑地づくり」を重点テーマに取り上げ、

具体的な取組みを進めています。	

生物多様性への取組み自然共生社会の実現に向けて

●	「印刷・加工用紙調達ガイドライン」

DNPの事業を継続する上で欠かせない原材料である

「紙」について、森林資源の維持に配慮し、原材料を有効

活用するため、間伐材の利用や森林認証紙の使用など

積極的に提案しています。また、原材料として調達する紙

の全品目について、「印刷・加工用紙調達ガイドライン」適

合品の調達比率100%を目指し、製紙メーカーや販売会

社などのサプライヤーの皆様との連携の強化、トレーサビ

リティの確保を進めています。

原材料の調達

UNB-Jのロゴマーク
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北海道コカ・コーラボトリング

白旗山の森づくり
製品に使用する水の水源地白旗山
での植樹活動や自然散策を実施

名古屋地区

ジャコウアゲハの誘致
チョウが飛び交う緑地を目指す

岡山工場

チガヤ草地づくり
周囲に少ない草地を作り、
いきものが行き交う緑地を目指す

ディー・ティー・ファイン
エレクトロニクス 
北上工場
希少種の敷地内保護

DNP東北
宮城県100万本
植樹事業

DNPファインオプトロニクス 
上福岡工場
希少種の敷地内保護

DNPファインケミカル宇都宮
外来種ニセアカシアの排除

ディー・ティー・ファイン
エレクトロニクス 川崎工場
多摩川生息生物の飼育

名古屋地区
庄内川ヨシ刈りDNPファインオプトロニクス黒崎工場

高機能マテリアル本部 戸畑工場
北九州市の植樹プロジェクト

DNPファインオプトロニクス 
三原工場
エヒメアヤメ自生地保護

DNPテクノパック 
京都工場
御室・天神川を美しくする
企業協議会

DNPテクノパック 
泉崎工場
敷地内
いきもの
マップの作成

技術開発センター、
DNPデータテクノ 
牛久工場
霞ヶ浦アサザの再生

技術開発センター
敷地内に自生する松の幼木保護

DNPテクノパック
札幌工場
AMAサポーターズ倶楽部

DNP四国
新町川を守る会 東京・市谷「市谷の杜」

本社所在地である東京・市谷で
「市谷の杜」計画を推進。
四季を感じる豊かな景観を目指す。

DNPファインオプトロニクス 黒崎工場
高機能マテリアル本部 戸畑工場

ツマグロヒョウモンの誘致
アリアケスミレによるツマグロヒョウモンの誘致に
取り組み、といきものが行き交う緑地を目指す

DNPテクノパック横浜工場

ハマカンゾウの生息域外保全
資掘被害にあっているハマカンゾウを敷地内で
保護・育成。本来の生息地への返還を目指す

相模容器
酒匂川水系のメダカの保護育成

研究開発センター
希少種「モミ」の保護・育成

DNPテクノパック柏工場
希少種ブナ・コムラサキによる緑化

各サイトの取り組み事例

4 生物多様性への取組み自然共生社会の実現に向けて

●	周辺のいきものがつながる緑地づくり

　工場や事業所などの土地利用や敷地管理は、地域

の生態系に影響をおよぼす一方、質を高め、生態系

サービスの持続可能な利用に貢献することができます。

　DNPグループでは、周辺のいきものがつながる事業

所内の緑地づくりを進めています。事業所と周辺の植

生・生き物調査を行い、各事業所の緑地改善や植栽選

定、管理方法の見直しなど、生物多様性に配慮した事

業所内の緑地づくりにいかしています。

事業所内の緑地づくり
市谷の杜	生物調査結果

2016年度、市谷の杜における鳥類・昆虫類の

生息状況の把握を目的に、冬・春・秋の3期で

生き物調査を実施しました。

鳥類の調査結果、6目14科17種が確認されま

した。都市環境に適応した種、いわゆる「都市

鳥」が中心でした。小型の猛禽類が確認されて

おり、高層建築物を休息場所として利用してい

る可能性が考えられます。

昆虫類の調査結果、12目61科110種が確認さ

れ、チョウやバッタ等の大型昆虫類も確認され

ました。確認種数はまだ少なく、今後緑地の成

長と共に、昆虫相も豊かになっていくと思われ

ます。

今後も、定期的に生物調査を進めていきます。

ツグミ カワラヒワ

ナミアゲハ アオスジアゲハ
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　目的

1.	DNPグループの環境経営管理ツールとして活用

する。

（1）	環境保全活動の実効性を評価、確認する。

（2）	個別の環境保全施策やグループ全体の環境保全

費用および投資を決定する。

（3）	環境パフォーマンスの継続的改善に向けて、1年間

の環境保全活動の成果と到達レベルを確認する。

2.	社会とのコミュニケーションツールとして活用する。

（1）	環境保全の取組みの費用対効果を公表する。

（2）株主、取引先、地域住民等の意見を環境保全活動

にフィードバックする。

環境会計情報算定における基本事項

（1）	対象期間：2016年4月1日～2017年3月31日(環境保全設備は2017年3月31日現在計上されているもの)
（2）	集計範囲：DNPおよび財務会計上の連結対象会社の内、国内の製造会社22	社と物流会社1社の製造拠点（p41、p42）

に加え、国内の非製造拠点（	3つの開発センター、事務所ビル、営業所等）も対象としました。ただし、設備投資には新設工

場分を含みます。

（3）	単　　位：金額は全て100万円(100万円未満四捨五入)
（4）	公表様式：環境省「環境会計ガイドライン2005年版」により表示しました。
（5）	環境保全コストの算定基準
	 ①	環境保全コストの費用額には、投資額に対する減価償却費を含みます。

②	人件費は、専任者は一人当たり平均人件費の100％、兼任者は担当任務により同人件費の1／10もしくは1／5就労し

たものとして算定しています。

③	研究開発コストは、3センターおよび事業分野の開発部門が環境負荷の少ない製品および製造設備の研究開発に要し

た費用の合計額です。

（6）環境保全効果の算定基準
①	事業活動に投入した資源（エネルギー、水）および廃棄物とCO2排出量の効率指標として国内連結売上高原単位を

採用しています。

②	事業エリア内コストに対応する効果である大気への環境負荷物質排出量のうち揮発性有機化合物（VOC）については、

化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）対象物質を含めたVOCすべてを対象にしました。

③	事業活動から産出する財に関する効果は、全製品出荷の温室効果ガス排出量の削減効果とし、具体的には、p19に記

載したScope3基準に準拠して算定したGHG排出量のうち、カテゴリ4の一部（中間製品の輸送）、カテゴリ9（最終製品

の輸送）、カテゴリ10（中間製品の加工）、カテゴリ11（最終製品の使用）およびカテゴリ12（最終製品の廃棄）を採用し

ました。

④	輸送環境負荷に関する効果は、荷主として製品などを輸送した時のエネルギー使用量の削減効果です。

（7）環境保全対策に伴う経済効果の算定基準
①	資源循環コストに対応する効果は、省資源による廃棄物処理費用の節減効果を算定しています。削減金額は、((基準期

間の原単位-当期の原単位)×当期の事業活動量)によって算定しました。

②	事業活動量は、国内連結売上高を用いています。

③	原単位は、(廃棄物処理費用/国内連結売上高)を用いています。

④	基準期間の原単位は、前期以前3年間の総平均値を用いています。

目的と算定における基本事項環境会計
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分類
投資額 費用額

主な取組みの内容 環境報告書
掲載ページ2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

	（1）事業エリア内コスト 23-25

①	公害防止コスト 611 217 2,023 1,817 VOC回収・除去装置、排水処理施設 23-25

②	地球環境保全コスト 463 137 374 320 太陽光発電設備導入、インバーター化、廃熱回収、省エネ型照明へ切替 20-22

③	資源循環コスト 141 119 1,620 1,548 焼却炉整備、分別リサイクル、ゼロエミッション (RPF・セメント原料化 )、資源循環利用 26-28

　（事業エリア内コスト計） 1,215 474 4,017 3,685

（2）上・下流コスト 0 0 108 115 容器包装リサイクル費用負担、リサイクルシステム開発 29-31

	（3）管理活動コスト 0 0 2,206 2,315 ISO14001 審査登録費用、環境教育費用、環境報告書作成費用 8-14、31、43

	（4）研究開発コスト 0 0 2,084 1,928 環境に配慮した製品および生産方式の研究開発 29-31

	（5）社会活動コスト 0 0 14 18 工場敷地外の環境保全、生物多様性保全、環境保全団体活動支援 32-33

	（6）環境損傷コスト 0 0 0 0 9-12

合　計 1,215 474 8,430 8,062

●	全コストに占める環境保全コストの割合

分類 連結会計 環境保全 環境比率 主な環境保全コストの内容 環境報告書
掲載ページ

当該期間の投資額 57,000 474 0.83% 太陽光発電設備導入、インバーター化等 20

当該期間の研究開発費 31,375 1,928 6.14% 太陽電池・燃料電池用部材開発、有害物質を含まない製品の開発、工程ロス削減等 29-30

2016 年度の環境会計パフォーマンスデータの評価
環境保全コストと環境保全対策

（1）	環境保全設備の投資額は、大型環境設備の導入があった昨年度から減少しました。

（2）	費用額は、減価償却費の減少および開発テーマ見直しにより前年度から減少しました。

本表 ① 環境保全コスト(事業活動に応じた分類）環境会計
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（1）事業エリア内コストに対応する効果

環境保全効果の分類 効果を表す指標の分類
	指標の値

注釈 環境報告書
掲載ページ2015年度 　2016年度	 前年比較

①	事業活動に投入する資源に関する環境保全効果

総エネルギーの投入
エネルギー消費量(TJ) 19,000 17,645 -1,355	 20-22

同上国内販売額原単位(TJ/億円) 1.56 1.46 -0.10 国内販売額1億円当たりのエネルギー消費量 20-22

水の投入
水の使用量(千m3) 11,900 11,000 -900	 28

同上国内販売額原単位(千m3/億円) 0.97 0.91 -0.06	 国内販売額1億円当たりの水の使用量 28

主要原材料の投入
投入量(千t) 2,057 1,963 -94	 27

不要物発生量／投入量(%) 14.8	 14.9 0.1 主要原材料に対応する不要物の割合 27

②	事業活動から排出する環境負荷および廃棄物に関する環境保全効果	

大気への排出

SOx排出量(t) 6.7 6.4 -0.3	 17、23

NOx排出量(t) 657 600 -57	 17、23

環境負荷物質排出量(t) 4,581 4,141 -440	 ＶＯＣの排出量 23

水域への排出
COD排出量(t) 34.7 33.7 -1.0	 17、24

環境負荷物質排出量(PRTR対象物質)(t) 0.0 2.7 2.7	 報告対象となる1物質 25

廃棄物の排出

不要物総発生量(千t) 304 294 -10	 主要原材料以外の不要物を含む 26-27

廃棄物排出量(千t) 45.9 43.6 -2.3	 26-27

同上国内販売額原単位(t/億円) 3.76 3.61 -0.15	 国内販売額1億円当たりの廃棄物排出量 26-27

リサイクル率(％ ) 99.6 99.7 0.1	 個別品目では、紙100％、廃プラ99.7％、金属99.2％ ,ガラス99.3％ 26-27

環境負荷物質移動量(PRTR対象物質)(t) 840 1,000 160	 報告対象となる33物質の合計 25

温室効果ガスの排出
温室効果ガス排出量(千t-CO2) 888 820 -68	 20-21

同上国内販売額原単位(t/億円) 73 68 -5	 国内販売額1億円当たりの排出量 20-21

5 本表 ② 環境保全効果（1）環境会計
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（2）事業活動から産出される財・サービスに関する環境保全効果

環境保全効果の分類 効果を表す指標の分類
	指標の値

注釈 環境報告書
掲載ページ2015年度 　2016年度	 前年比較

	事業活動から産出する財に関する効果

製品出荷後のCO2排出
CO2排出量（千t - CO2） 1,513 1,495 -18 19、29-31

CO2排出量／国内販売額(千t-CO2/億円) 0.124 0.124 	 国内販売額1億円当たりのCO2排出量 19、29-31

（3）その他の環境保全効果

効果を表す指標の分類 2015年度 　2016年度	 前年比較 注釈 環境報告書
掲載ページ

	輸送環境負荷に関する効果

製品等輸送時のエネルギー使用量（ｋℓ） 21,840 20,860 -980	 16、22

輸送時のエネルギー使用量／売上高(ｋℓ /億円) 1.50 1.48 -0.02	 連結売上高１億円当たりのエネルギー使用量 16、22

本表 ② 環境保全効果（2）（3）環境会計
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環境保全対策に伴う経済効果
	金額

注釈 環境報告書
掲載ページ2015年度 　2016年度	 前年比較

（1）売上増加　①	研究開発コストに対応する経済効果

環境配慮製品売上高 570,800 589,800 19,000		 16、29-31

（2）収益増加　②	資源循環コストに対応する効果

不要物のリサイクルによる事業収入 3,056 2,903 -153	 廃プラなどの有価物化 26-27

（3）費用節減　③	資源循環コストに対応する効果

省資源に伴う廃棄物処理費の節減 -8 26 34		 基本事項(7)に基づき算定 26-27

2016年度の環境会計パフォーマンスデータの評価
環境保全効果
（1）	水使用量および温室効果ガス排出量は、省エネおよび節水に努め、前年度に引き続き減少しました。これにより、原単位が改善しました。
（2）	VOCの大気への排出量は、VOC回収・除去設備の更新・維持管理および溶剤使用量削減により、前年度から削減しました。廃棄物排出量は、生産効率改善および有価物化に

より削減し、前年度から原単位が改善しました。
（3）	事業活動から産出する財に関する効果について、CO2排出量は減少しましたが、原単位は前年度と変わりませんでした。また、輸送環境負荷も削減しました。

環境保全対策に伴う経済効果
（1）	環境配慮製品の売上高は、既存の認定品目の拡販および新規品目の開発により、前年度から増額しました。
（2）	不要物のリサイクルによる事業収入は、市場環境の悪化により有価物量が減少し、前年度から減少しました。一方、廃棄物量の削減による原単位改善で、資源循環コストに対応

する効果がプラスになりました。

今後の課題

（1）生産改善に取り組み、環境効率性を更に改善していきます。
（2）	温室効果ガス排出量削減に向け、再生可能エネルギーの使用比率を向上させるとともに、省エネ型機器への更新を計画的に進めます。

本表 ③ 環境保全対策に伴う経済効果環境会計
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取組み実績

1972年度 本社に環境部を設置、公害対策および地域住民とのコミュニケーションを促進

1990年度 環境部に「エコプラン推進室」を設置、地球環境問題への新たな取組みをスタート

1992年度 「DNPグループ行動憲章」ならびに「DNPグループ社員行動規準」を制定

行動憲章の環境宣言にもとづき、具体的なボランタリープランである「エコプラン推進目標」を策定、
4分科会による取組みを開始

1993年度 DNPグループの環境マネジメントシステムである「エコレポートシステム」をスタート

1994年度 環境部を環境安全部に改称、人員を増強しPLを含めた総合的な環境問題への取組みを強化

1995年度 「第4回地球環境大賞」で通商産業大臣賞を受賞（「地球環境大賞」は91年に日本工業新聞社・フジサ
ンケイグループが中心となって、WWF JAPANの特別協力、環境省・経済産業省・日本経団連などの後
援を得て創設された顕彰制度）

1996年度 「エコレポートシステム」のレベルアップ項目のひとつとして、本社エコプラン推進室による内部環境
監査「エコ監査」を開始

1997年度 情報記録材事業部岡山工場が印刷業界では初めてISO14001の認証を取得

1998年度 ディスプレイ製品事業部三原工場がISO14001の認証を取得

「DNPグループ環境活動報告書」を発行

2000年度 従来の「エコプラン推進室」を廃止し、「大日本印刷グループ環境委員会」を発足、推進体制を強化

（株）DNPファシリティサービスが、世界で初めて品質、環境、労働安全、HACCPの統合システムとし
て認証を取得

2001年度 （株）DNP東海、（株）DNPテクノパック狭山工場がISO14001の認証を取得

2002年度 （株）DNP東海がFSC-CoC認証を取得

2003年度 「第6回環境レポート大賞」環境報告書部門優秀賞受賞

情報記録材事業部の昇華型熱転写記録材料2種がEPDタイプⅢ環境ラベルの認証登録

2004年度 「第14回地球環境大賞」環境大臣賞受賞

「第7回環境報告書賞」優良賞受賞

海外サイトにエコレポートシステム導入

2005年度 「第8回環境報告書賞・サステナビリティ報告書賞」優良賞受賞

2007年度 「PRTR大賞2007」PRTR奨励賞（鶴瀬工場）受賞

品川区「みどりの顕彰制度」緑化大賞（DNP五反田ビル）受賞

2009年度 関東経済産業局賞の「エネルギー管理優良事業者」（商印赤羽工場）を受賞

2010年度 （株）DNPアイ・エム・エス小田原が「神奈川県環境保全（大気・水・土壌関係）功労者表彰」を受賞

DNPグループ環境目標を改定

DNP創発の杜 箱根研修センター第2がグリーンキーの認証を取得

2011年度 東京電力管内の36拠点に自社開発の「省エネトータルマネジメントシステム」を導入

環境に配慮した最新鋭の軟包材新工場を京田辺市に竣工

フォトマスク製造工程の消費電力の削減により省エネ大賞「省エネ事例部門・審査委員会特別賞」を受賞

2012年度 本業を通じた生物多様性保全活動として、「印刷・加工用紙調達ガイドライン」制定、岡山工場およびDNP
中部で事業所内の緑地づくり開始

Scope3基準にもとづく温室効果ガス排出量を公表

2013年度 水使用量削減目標を制定

化学物質に関するグリーン購入ガイドラインを制定、製品含有化学物質管理の取組みを強化

2014年度 温暖化防止の2030年度目標を設定

CDPフォレストの「Industrials & Autos」セクターでセクターリーダーに選出

「第18回環境コミュニケーション大賞」優良賞（審査委員長賞）受賞

2015年度 DNPグループ環境目標を改定

CDP気候変動で「Aリスト」に選出

「第19回環境コミュニケーション大賞」優良賞（審査委員長賞）受賞

2016年度 「第26回地球環境大賞」日本経済団体連合会会長賞受賞

「第20回環境コミュニケーション大賞」優良賞（審査委員長賞）受賞

「生物多様性アクション大賞2016」 入賞

※ 組織およびその名称は、その時点のものを使用しています。
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25

27・28・29・30・31・32・33

15・16・17

18
26

3

5

6・7

1・2

12 11

4

8・9・10

14
23・24

19・20・21

13

22

所在地 No 事業部門 サイト名 事業内容

北海道

札幌市東区 1 ● （株）DNPグラフィカ　札幌工場
（株）DNPデータテクノ　札幌工場 

印刷・製本

札幌市東区 2 ▲ （株）DNPテクノパック 札幌工場 包装用品の製造

札幌市清田区 3 □ 北海道コカ・コーラプロダクツ（株）札幌工場 清涼飲料水の製造

岩手県 北上市 4 ■ ディー・ティー・ファインエレクトロニクス（株）北上工場 電子精密部品製造

宮城県 仙台市宮城野区 5 ● （株）DNPグラフィカ　仙台工場 製版・印刷・製本

福島県 西白河郡泉崎村
6 ▲ （株）DNPテクノパック 泉崎工場 包装用品の製造

7 ▲ （株）DNP高機能マテリアル 泉崎工場 太陽電池充填材の製造

栃木県 栃木市

8 ● （株）DNPグラフィカ　宇都宮工場 印刷・製本

9 ▲ （株）DNPテクノパック 宇都宮工場 包装用品の製造

10 □ （株）DNPファインケミカル宇都宮 写真用材料、医薬品の製造

茨城県
牛久市 11 ● （株）DNPデータテクノ　牛久工場 各種プラスチックカード製造

つくば市 12 □ （株）DNPエンジニアリング つくばテクノセンター ※1 印刷機械および工作機械製造

埼玉県

東松山市 13 ● 大口製本印刷（株） 東松山工場 製本

白岡市 14 ● （株）DNP書籍ファクトリー 白岡工場 印刷・製本

入間郡三芳町

15 ● 出版メディア事業部 鶴瀬工場 製版・刷版・印刷・製本

16 ▲ （株）DNP生活空間 東京工場※2 製版・刷版・印刷・加工

17 ● 大口製本印刷（株） 三芳工場 製本

蕨市 18 ● （株）DNPデータテクノ　蕨工場 製版・印刷・加工

狭山市

19 ▲ （株）DNPテクノパック 狭山第1工場 包装用品の製造

20 ▲ （株）DNPテクノパック 狭山第2工場 包装用品の製造

21 ● （株）DNPイメージングコム 狭山工場 熱転写用サーマルカーボンリボンおよび
昇華型熱転写記録材製造

ふじみ野市 22 ■ （株）DNPファインオプトロニクス 上福岡工場 電子精密部品製造

久喜市
23 ● 出版メディア事業部 久喜工場 刷版・印刷・製本

24 ▲ （株）DNP高機能マテリアル 埼玉工場 太陽電池充填材の製造

千葉県 柏市 25 ▲ （株）DNPテクノパック 柏工場 包装用品の製造

東京都

新宿区 26 ● （株）DNPグラフィカ　榎町工場 製版・印刷・製本

北区

27 □ （株）DNPエス・ピー・テック 神谷工場 各種広告宣伝物製造

28 ● （株）DNP書籍ファクトリー 赤羽工場 印刷

29 ● （株）DNPグラフィカ　赤羽工場 製版・印刷・製本

30 ● （株）DNP書籍ファクトリー 神谷工場 製本

31 □ （株）DNPロジスティクス 梱包・発送

32 ▲ （株）DNP包装 充填および包装加工

33 ● （株）DNPデータテクノ 神谷工場 印刷・製本・加工

パフォーマンスデータ開示対象の国内製造サイト（1）
（2017年3月31日現在の組織およびその名称を使用）

このほか、DNPおよび連結対象の国内全グループ会社の非製造

拠点を対象としています。

事業部門の分類

● 情報コミュニケーション部門 「その他」は、他の3部門に該当
しない製品、または複数部門の
製品を製造しているグループ
会社です。

▲ 生活・産業部門
■ エレクトロニクス部門
□ その他

※１  2016年4月に、(株)ディー・エヌ・ケーから(株)DNPエンジニアリングに名称変更しました。
※２  2016年10月に、(株)DNP住空間マテリアルから(株)DNP生活空間に名称変更しました。
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60 47
46

64

58・59

54・55・56 48・49・50

63
61・62

5253 44

39

45

57

53

40 41

43 42
39

35

34

36
37・38

所在地 No 事業部門 サイト名 事業内容

神奈川県

川崎市 34 ■ ディー・ティー・ファインエレクトロニクス（株）　川崎工場 電子精密部品製造

横浜市都筑区 35 ▲ （株）DNPテクノパック 横浜工場 包装用品の製造

横浜市緑区 36 □ （株）DNPファインケミカル 東京工場 化成品等の製造

小田原市 37 ▲ 相模容器（株） ラミネートチューブ製造

愛甲郡愛川町 38 ▲ （株）DNPエリオ 東京工場 金属板印刷・加工

静岡県 磐田市 39 □ （株）DNP田村プラスチック 磐田工場 自動車用品・各種プラスチック製品の製造

石川県 白山市 40 □ （株）DNPエンジニアリング 北陸テクノセンター 印刷機械および工作機械製造

岐阜県
下呂市 41 □ （株）DNP田村プラスチック 萩原工場 自動車用品・各種プラスチック製品の製造

中津川市 42 ▲ （株）DNPテクノパック 東海工場 包装用品の製造

愛知県 名古屋市守山区 43 ● （株）DNPグラフィカ　名古屋工場 製版・印刷・製本

京都府

京都市右京区 44 ▲ （株）DNPテクノパック 京都工場 包装用品の製造

京都市南区 45 ● （株）DNPデータテクノ 京都工場 各種プラスチックカード製造

京田辺市 46 ▲ （株）DNPテクノパック 田辺工場 包装用品の製造

奈良県 磯城郡川西町 47 ● （株）DNPデータテクノ　奈良工場 各種プラスチックカード製造

大阪府
寝屋川市

48 ▲ （株）DNPテクノパック 寝屋川工場 包装用品の製造

49 ▲ （株）DNPエリオ 大阪工場 金属板印刷・加工

50 □ （株）DNPエス・ピー・テック 寝屋川工場 各種広告宣伝物製造

門真市 51 ● （株）DNPメディアサポート 磁気カードの製造

兵庫県
小野市 52 ● （株）DNPグラフィカ 小野工場 刷版・印刷・製本

姫路市 53 ■ （株）DNPプレシジョンデバイス姫路 電子精密部品製造

岡山県
岡山市

54 ● （株）DNPイメージングコム 岡山工場 昇華型熱転写記録材製造

55 ▲ （株）DNP生活空間 岡山工場※2 製版・刷版・印刷・加工

56 ■ （株）DNPファインオプトロニクス 岡山工場 電子部品の製造

笠岡市 57 □ （株）DNPファインケミカル 笠岡工場 化成品等の製造

広島県 三原市
58 ■ （株）DNPファインオプトロニクス 三原東工場 電子精密部品製造

59 ■ （株）DNPファインオプトロニクス 三原西工場 電子部品の製造

徳島県 徳島市 60 □ （株）DNP四国 製版・印刷および包装用品製造

福岡県

北九州市
八幡西区 61 ■ （株）DNPファインオプトロニクス 黒崎第1工場 電子精密部品製造

北九州市戸畑区 62 ▲ （株）DNP高機能マテリアル 戸畑工場 太陽電池充填材の製造

福岡市南区 63 ●
（株）DNPグラフィカ 福岡工場
（株）DNPデータテクノ 福岡工場

製版・印刷・製本

筑後市 64 ▲ （株）DNPテクノパック 筑後工場 包装用品の製造

パフォーマンスデータ開示対象の国内製造サイト（2）
（2017年3月31日現在の組織およびその名称を使用）

このほか、DNPおよび連結対象の国内全グループ会社の非製造

拠点を対象としています。

事業部門の分類

● 情報コミュニケーション部門 「その他」は、他の3部門に該当
しない製品、または複数部門の
製品を製造しているグループ
会社です。

▲ 生活・産業部門
■ エレクトロニクス部門
□ その他

※１  2016年4月に、(株)ディー・エヌ・ケーから(株)DNPエンジニアリングに名称変更しました。
※２  2016年10月に、(株)DNP住空間マテリアルから(株)DNP生活空間に名称変更しました。
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国 都市名 No 事業部門 サイト名 事業内容

イタリア アグラテ ❶ ■ DNP Photomask Europe S.p.A. フォトマスクの製造

デンマーク カールスルンデ ❷ ■ DNP Denmark A/S プロジェクションテレビ用スクリーンの製造

オランダ アムステルダム ❸ ● DNP Imagingcomm Europe B.V. 情報記録材の製造

アメリカ
コンコード ❹ ● DNP Imagingcomm America Corporation 情報記録材の製造

ピッツバーグ ❺ ● DNP Imagingcomm America Corporation 情報記録材の製造

シンガポール シンガポール ❻ ● Tien Wah Press（ Pte.）Ltd. オフセット印刷および製本

マレーシア ジョホールバル
❼ ● DNP Imagingcomm Asia Sdn. Bhd. 情報記録材の製造

❽ ● Tien Wah Press（ Pte.）Ltd. オフセット印刷および製本

インドネシア
プロガドン ❾ ▲ PT DNP Indonesia 包装用品の製造

カラワン ❿ ▲ PT DNP Indonesia 包装用品の製造

ベトナム ビンズン省 ⓫ ▲ DNP Vietnam Co.,Ltd. 包装用品の製造

　～　　海外製造サイト

1

1 11

2

6

9 10

11

3

4
5

7
8

❶,❷,❹,❺ ：2016.4 ～ 2017.3集計　　❸,❻〜⓫：2016.1 ～ 2016.12集計

パフォーマンスデータ開示対象の海外製造サイト

事業部門の分類

● 情報コミュニケーション部門
▲ 生活・産業部門
■ エレクトロニクス部門
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第三者審査報告書

（株）DNPファインオプトロニクス	三原東工場

（株）DNPテクノパック	横浜工場

（株）DNPデータテクノ	蕨工場

現地訪問
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